
議案第　　号

　（総則）

第１条　令和７年度下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

　　　　　　（ア）管路布設工事

　　　　　　（イ）長寿命化工事

　　　　　　（ウ）総合地震対策工事

　　　　　　（エ）雨水対策事業

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

令令和和７７年年度度　　東東海海村村下下水水道道事事業業会会計計予予算算

　（１）　水洗化戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １２，４７５戸

　（２）　年間総排水　　　　　　　　 　　　　　　　　 ４，２２６，０００㎥

　（３）　一日平均排水量　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 １１，５７８㎥

　（４）　主な建設改良事業　　　　

２７２，０００千円

６１，５００千円

２３，５００千円

　収　　　入

　　第１款　汚水事業収益　　　　　　　　　　 １，１８６，５３２千円

２９１，０００千円

　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　 ４８８，５３６千円

　　　第２項　営業外収益　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６９７，９９３千円

　　　第３項　特別利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３千円

　　第２款　雨水事業収益　　　　　　　　　　 １１６，４９４千円

　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　 ８６，２５１千円

　　　第２項　営業外収益　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３０，２４３千円
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   ４７０，３３７千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４１，０１２千円，過年度分損益勘定留
　 保資金３８５，５２５千円にて補填するものとする。）。
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　支　　　出

　　第１款　汚水事業費用　　　　　　　　　　　　　　 １，１６９，０３５千円

　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　 １，１０１，４８１千円

　　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　　　　　　 ６３，５５０千円

　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，００４千円

　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００千円

　　第２款　雨水事業費用　　　　　　　　　　　　　　 １１６，４９４千円

　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　 １０７，４８９千円

　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５千円

　　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　　　　　　 ７，０００千円

　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，０００千円

　（資本的収入及び支出）

　収　　　入

　　第１款　汚水事業資本的収入　　　　　　　　　　　　　　 ３８２，１６８千円

　　　第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　 ２７４，６８０千円

　　　第２項　国庫補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 ３０，３００千円

　　　第３項　受益者負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　 １４，７６１千円

　　　第４項　一般会計出資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６２，４２６千円

　　　第５項　その他資本的収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １千円

　　第２款　雨水事業資本的収入　　　　　　　　　　　　　　 ２９４，０００千円

　　　第１項　一般会計出資金　　　　　　　　　　　　　　　 ２９１，０００千円

　　　第２項　国庫補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００千円

   ４７０，３３７千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６０，８９９千円，過年度分損益勘定留
　 保資金４０９，４３８千円にて補填するものとする。）。
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　支　　　出

　　第１款　汚水事業費用　　　　　　　　　　　　　　 １，１６９，０３５千円

　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　 １，１０１，４８１千円

　　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　　　　　　 ６３，５５０千円

　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，００４千円

　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００千円

　　第２款　雨水事業費用　　　　　　　　　　　　　　 １１６，４９４千円

　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　 １０７，４８９千円

　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５千円

　　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　　　　　　 ７，０００千円

　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，０００千円

　（資本的収入及び支出）

　収　　　入

　　第１款　汚水事業資本的収入　　　　　　　　　　　　　　 ３８２，１６８千円

　　　第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　 ２７４，６８０千円

　　　第２項　国庫補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 ３０，３００千円

　　　第３項　受益者負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　 １４，７６１千円

　　　第４項　一般会計出資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６２，４２６千円

　　　第５項　その他資本的収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １千円

　　第２款　雨水事業資本的収入　　　　　　　　　　　　　　 ２９４，０００千円

　　　第１項　一般会計出資金　　　　　　　　　　　　　　　 ２９１，０００千円

　　　第２項　国庫補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００千円
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　（企業債）

起債の目的 起債の方法

　支　　　出

　　第１款　汚水事業資本的支出　　　　　　　　　　　　　　 ８５２，５０５千円

　　　第１項　建設改良費　　　　　　　　　　　　　　　 ４７２，４２１千円

　　　第２項　流域下水道建設費　　　　　　　　　　　　　　　 ２４，５５９千円

　　　第３項　企業債償還金　　　　　　　　　　　　　　　　 ３５２，５２５千円

　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００千円

　　第２款　雨水事業資本的支出　　　　　　　　　　　　　　 ２９４，０００千円

　　　第１項　建設改良費　　　　　　　　　　　　　　　 ２９１，０００千円

第５条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

限　度　額 利　　率 償還の方法

　　　第２項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００千円

建設改良工事費 ２７４，６８０千円
証券発行又は
普通貸借

年利５．０％以内
　政府資金については，その融資条件に
　より，銀行その他の場合には，その債
　権者と協定するところによる。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

　（１）　各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内での各項の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については，これらの経費の金額を，これら以外の経費の金額に流用し，又はこれら以外の経費をこれらの

　経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

　（１）　職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ８７，８４３千円
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　（他会計からの負担金及び出資金）

　（１）負担金 ４５５，６８９千円

　（２）出資金 ３５３，４２６千円

　　　　　　令和７年３月３日　提出

第８条　一般会計からこの会計へ負担金及び出資金を受ける金額は，次のとおりである。

　　東 海 村 長 　　山　田　　修
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下水道事業会計予算に関する説明書 
 
 

 
 

 





 
 

下水道事業会計予算に関する説明書 

 

Ⅰ 令和７年度東海村下水道事業会計予算に関する説明書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  ８ 

     １．令和７年度東海村下水道事業会計予算実施計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  ８ 

     ２．令和７年度東海村下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４ 

３．給与費明細書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

     ４．令和７年度東海村下水道事業会計予定貸借対照表‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２２ 

     ５．令和６年度東海村下水道事業会計予定損益計算書‥‥‥‥……‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２８ 

６．令和６年度東海村下水道事業会計予定貸借対照表‥‥……‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３０ 

      

Ⅱ 令和７年度東海村下水道事業会計予算実施計画明細書‥‥‥‥‥‥‥‥…‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３６ 

     １．収益的収入及び支出‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３６ 

     ２．資本的収入及び支出‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３９ 

  

   Ⅲ 債務負担行為に関する調書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５２ 
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１．令和７年度　東海村下水道事業会計予算実施計画

 （１）収益的収入及び支出

　収　入 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業収益 1,186,532

１ 営業収益 488,536

１ 下水道使用料 488,000

２ 施設使用料 1

３ その他営業収益 535

２ 営業外収益 697,993

１ 受取利息及び配当金 52

２ 一般会計負担金 369,461

３ 国庫補助金 200

４ 長期前受金戻入 326,438

５ 消費税及び地方消費税還付金 1

６ 延滞金 1

７ 雑収益 1,840

３ 特別利益 3

１ 固定資産売却益 1

２ 過年度損益修正益 1

３ その他特別利益 1
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Ⅰ　令和７年度　東海村下水道事業会計予算に関する説明書
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１．令和７年度　東海村下水道事業会計予算実施計画

 （１）収益的収入及び支出

　収　入 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業収益 1,186,532

１ 営業収益 488,536

１ 下水道使用料 488,000

２ 施設使用料 1

３ その他営業収益 535

２ 営業外収益 697,993

１ 受取利息及び配当金 52

２ 一般会計負担金 369,461

３ 国庫補助金 200

４ 長期前受金戻入 326,438

５ 消費税及び地方消費税還付金 1

６ 延滞金 1

７ 雑収益 1,840

３ 特別利益 3

１ 固定資産売却益 1

２ 過年度損益修正益 1

３ その他特別利益 1
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Ⅰ　令和７年度　東海村下水道事業会計予算に関する説明書

　収　入 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

２ 雨水事業収益 116,494

１ 営業収益 86,251

１ 施設使用料 22

２ 一般会計負担金 86,228

３ その他営業収益 1

２ 営業外収益 30,243

１ 長期前受金戻入 30,242

２ 雑収益 1
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支　出 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業費用 1,169,035

１ 営業費用 1,101,481

１ 管渠管理費 99,883

２ 流域下水道管理運営費 284,121

３ 賦課徴収費 55,617

４ 普及促進費 1,035

５ 下水道計画費 180

６ 減価償却費 660,639

７ 資産減耗費 1

８ その他営業費用 5

２ 営業外費用 63,550

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 58,549

２  消費税及び地方消費税 1

３ 雑支出 5,000

３ 特別損失 1,004

１ 固定資産売却損 1

２ 減損損失 1

３ 災害による損失 1

４ 過年度損益修正損 1,000

５ その他特別損失 1

‐10‐
－ 10 －



支　出 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

４ 予備費 3,000

１ 予備費 3,000

２ 雨水事業費用 116,494

１ 営業費用 107,489

１ 雨水施設管理費 77,047

２ 減価償却費 30,440

３ 資産減耗費 1

４ その他営業費用 1

２ 営業外費用 7,000

１ 雑支出 7,000

３ 特別損失 5

１ 固定資産売却損 1

２ 減損損失 1

３ 災害による損失 1

４ 過年度損益修正損 1

５ その他特別損失 1

４ 予備費 2,000

１ 予備費 2,000
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 （２）資本的収入及び支出

　収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業資本的収入 382,168

１ 企業債 274,680

１ 建設企業債 274,680

２ 国庫補助金 30,300

１ 国庫補助金 30,300

３ 受益者負担金 14,761

１ 受益者負担金 14,761

４ 一般会計出資金 62,426

１ 一般会計出資金 62,426

５ その他資本的収入 1

１ その他資本的収入 1

２ 雨水事業資本的収入 294,000

１ 国庫補助金 3,000

１　国庫補助金 3,000

２ 一般会計出資金 291,000

１ 一般会計出資金 291,000
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支　出 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業資本的支出 852,505

１ 建設改良費 472,421

１ 管渠整備費 472,421

２ 流域下水道建設費 24,559

１ 流域下水道建設負担金 24,559

３ 企業債償還金 352,525

１ 建設企業債元金償還金 352,525

４ 予備費 3,000

　 １ 予備費 3,000

２ 雨水事業資本的支出 294,000

１ 建設改良費 291,000

１ 雨水対策費 291,000

２ 予備費 3,000

１ 予備費 3,000
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支　出 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業資本的支出 852,505

１ 建設改良費 472,421

１ 管渠整備費 472,421

２ 流域下水道建設費 24,559

１ 流域下水道建設負担金 24,559

３ 企業債償還金 352,525

１ 建設企業債元金償還金 352,525

４ 予備費 3,000

　 １ 予備費 3,000

２ 雨水事業資本的支出 294,000

１ 建設改良費 291,000

１ 雨水対策費 291,000

２ 予備費 3,000

１ 予備費 3,000
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益（△は純損失） 80,019,661 　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 467,371,637

　　減価償却費 691,078,828 　　国庫補助金収入 30,300,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 300,000 　　受益者負担金等収入 14,761,000

　　その他引当金の増減額（△は減少） 614,000 　　一般会計からの出資金等収入 353,427,000

　　長期前受金戻入額 △ 356,134,000 　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 68,883,637

　　受取利息及び受取配当金 △ 52,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 58,549,000 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　未収金の増減額（△は増加） △ 78,726,004 　　建設改良企業債による収入 274,680,000

　　未払金の増減額（△は減少） 66,957,290 　　建設改良企業債の償還による支出 △ 352,525,000

　　小計 462,606,775 　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 77,845,000

　　利息及び配当金の受取額 52,000

　　利息の支払額 △ 58,549,000    資金増加額（又は減少額） 257,381,138

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 404,109,775    資金期首残高 578,132,765

   資金期末残高 835,513,903
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２．令和７年度　東海村下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位　円）

－ 14 －



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益（△は純損失） 80,019,661 　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 467,371,637

　　減価償却費 691,078,828 　　国庫補助金収入 30,300,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 300,000 　　受益者負担金等収入 14,761,000

　　その他引当金の増減額（△は減少） 614,000 　　一般会計からの出資金等収入 353,427,000

　　長期前受金戻入額 △ 356,134,000 　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 68,883,637

　　受取利息及び受取配当金 △ 52,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 58,549,000 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　未収金の増減額（△は増加） △ 78,726,004 　　建設改良企業債による収入 274,680,000

　　未払金の増減額（△は減少） 66,957,290 　　建設改良企業債の償還による支出 △ 352,525,000

　　小計 462,606,775 　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 77,845,000

　　利息及び配当金の受取額 52,000

　　利息の支払額 △ 58,549,000    資金増加額（又は減少額） 257,381,138

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 404,109,775    資金期首残高 578,132,765

   資金期末残高 835,513,903

‐14‐

２．令和７年度　東海村下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位　円）

３．給与費明細書

本 5 （1）

年 4

度 9 （1）

前 5

年 4

度 9

比 0 （1）

0

較 0 （1）

本年度 1,303 6,587 31,431

前年度 1,080 5,865 28,671

比　較 223 722 2,760

 （１）総括

職員数
法定

福利費 合計特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

　人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

12 2,247 23,077 17,248 42,572 7,343 49,915

0 0 18,231 14,183 32,414 5,514

22,153 15,344

37,928

12 2,247 41,308 31,431 74,986 12,857 87,843

37,637 6,730 44,367

0 0 16,943 13,327 30,270

12 140

5,718 35,988

12 140 39,096 28,671 67,907 12,448

1,288 856

80,355

0 2,107 924 1,904 4,935 613 5,548

2,144 △ 204 1,940

0 2,107 2,212 2,760 7,079

0 0

409 7,488

 ※(　)内は会計年度任用職員を示す。

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区分 扶養 住居 通勤
特殊
勤務

1,620

時間外 管理職 期末 勤勉
退職手当
負担金

児童

1,669

地域 合計

1,272 614 239 2,889 1,812 7,732 5,578

901

1,785

1,272 560 236 2,897 1,716 6,831 5,285 1,260

損益勘定支弁職員

293 360 116
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0 54 3 △ 8 96

資本勘定支弁職員

合　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　計

給　　与　　費

区　　分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　計

－ 15 －



 　１）会計年度任用職員以外の職員

本 5

年 4

度 9

前 5

年 4

度 9

比 0

0

較 0

本年度 1,303 6,218 30,623

前年度 1,080 5,865 28,671

比　較 223 353 1,952

区　　分

職員数 給　　与　　費
法定

福利費 合計特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

　人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

損益勘定支弁職員 12 140 23,077 16,440 39,657 6,827 46,484

資本勘定支弁職員 0 0 18,231 14,183 32,414 5,514 37,928

合　計 12 140 41,308 30,623 72,071 12,341 84,412

損益勘定支弁職員 12 140 22,153 15,344 37,637 6,730 44,367

資本勘定支弁職員 0 0 16,943 13,327 30,270 5,718 35,988

合　計 12 140 39,096 28,671 67,907 12,448 80,355

損益勘定支弁職員 0 0 924 1,096 2,020 97 2,117

資本勘定支弁職員 0 0 1,288 856 2,144 △ 204 1,940

合　計 0 0 2,212 1,952 4,164 △ 107 4,057

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区分 扶養 住居 通勤
特殊
勤務

時間外 管理職 期末 勤勉
退職手当
負担金

児童 地域 合計

6,831 5,285

1,272 614 239 2,889 1,812 7,293

293 360

5,578 1,620 1,785

1,272 560 236 2,897 1,716

‐16‐

116

1,260 1,669

0 54 3 △ 8 96 462

 　２）会計年度任用職員

本 1

年 0

度 1

前 0

年 0

度 0

比 1

0

較 1

本年度 0 369 808

前年度 0 0 0

比　較 0 369 808

区　　分

職員数 給　　与　　費
法定

福利費 合計特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

　人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

損益勘定支弁職員 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

損益勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0 0 0

損益勘定支弁職員 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区分 扶養 住居 通勤
特殊
勤務

時間外 管理職 期末 勤勉
退職手当
負担金

児童 地域 合計

0 0

0 0 0 0 0 439

0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

0
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0 0

0 0 0 0 0 439

－ 16 －



 　２）会計年度任用職員

本 1

年 0

度 1

前 0

年 0

度 0

比 1

0

較 1

本年度 0 369 808

前年度 0 0 0

比　較 0 369 808

区　　分

職員数 給　　与　　費
法定

福利費 合計特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

　人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

損益勘定支弁職員 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

損益勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0 0 0

損益勘定支弁職員 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区分 扶養 住居 通勤
特殊
勤務

時間外 管理職 期末 勤勉
退職手当
負担金

児童 地域 合計

0 0

0 0 0 0 0 439

0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

0
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0 0

0 0 0 0 0 439

－ 17 －



 （２）給料及び手当の増減額の明細

 給料 2,212  給与改定に伴う 945 給与改定分 給与改定状況

 増減分 前年度給与改定率 人事院勧告に基づく給与改定

2.90%  R6.4.1～　平均＋2.90％

 普通昇給に伴う 400 定期昇給分 昇給期別職員数

 増加分 　（昇給期）　（職員数）

　　　4月　 　 9人

 その他の増減分 867 職員異動分等 職員の異動状況

　本年度　　   9（1）人

　前年度　　   9（0）人

　増　減　     0（1）人

 ※(　)内は会計年度任用職員を示す。

 手当 2,760 2,760 諸手当増減分 職員異動分等

期末手当の支給月数の引上げ（＋0.05月）

勤勉手当の支給月数の引上げ（＋0.05月）

昇給等によるベースアップ分のはね返り

（千円） （千円）
備　　　考説　明区　分

増減額 増減事由別内訳

‐18‐
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（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

高校卒

大学卒

188,000 188,000

220,000 220,000

    ２）初任給

区  分
行政職 一般会計の制度

（円） 　　　行政職　　（円）

359,756

　平均年齢 39.9

令和６年１月１日現在

　平均給料月額 329,722

　平均給与月額 357,212

　平均年齢 40.3

  ‐19‐

 （３）給料及び手当の状況

    １）職員１人当たりの給与

区　　　　分
事務・技術

＜ 行政職 ＞

令和７年１月１日現在

　平均給料月額 326,711

　平均給与月額

－ 19 －



0 0.0 3 33.4

2 22.2 0 0.0

1 11.1 1 11.1

2 22.2 9 100.0

0 0.0 3 33.4

1 11.1 0 0.0

2 22.2 1 11.1

2 22.2 9 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区分 ７級

行　政　職

0.46

土木建築業務手当，下水道施設検査業務手当

    ４）昇給期間短縮　該当なし

    ５）特殊勤務手当

‐20‐

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（令和7年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

44.44

区　　　分

部長・参事 課長・副参事

１級

主事補・技師補
主事・技師

５級

課長補佐

２級

主事・技師

１級

４級

係長・専門員 主任

計

６級 ４級 ３級

行政職

５級 １級

４級 計

令和６年１月１日現在

７級 ３級

６級 ２級

５級

構成比

　人 ％ 人 ％

令和７年１月１日現在

７級 ３級

６級 ２級

級 級

    ３）級別職員数

区　　　　　分

行　政　職

職員数 構成比 職員数

－ 20 －



0 0.0 3 33.4

2 22.2 0 0.0

1 11.1 1 11.1

2 22.2 9 100.0

0 0.0 3 33.4

1 11.1 0 0.0

2 22.2 1 11.1

2 22.2 9 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区分 ７級

行　政　職

0.46

土木建築業務手当，下水道施設検査業務手当

    ４）昇給期間短縮　該当なし

    ５）特殊勤務手当

‐20‐

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（令和7年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

44.44

区　　　分

部長・参事 課長・副参事

１級

主事補・技師補
主事・技師

５級

課長補佐

２級

主事・技師

１級

４級

係長・専門員 主任

計

６級 ４級 ３級

行政職

５級 １級

４級 計

令和６年１月１日現在

７級 ３級

６級 ２級

５級

構成比

　人 ％ 人 ％

令和７年１月１日現在

７級 ３級

６級 ２級

級 級

    ３）級別職員数

区　　　　　分

行　政　職

職員数 構成比 職員数

本年度

前年度

一般会計の制度

    ７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（月分） （月分）

区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

同

同

同

定期前早期退職
特別措置

（2～20％加算）

支給率等

    ８）その他の手当

一般会計の制度との異同

同

24.586875 33.27075 47.709

35年勤続の者

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709

（月分）

47.709

25年勤続の者

47.709
定年前早期退職

特別措置
（2～20％加算）

2.300 2.300 4.60 有

（月分）

4.50 有

区　　分
その他の

加算措置等
備考

最高限度20年勤続の者

      ‐21‐

6月（月分） 12月（月分） （月分）

2.300 2.300 4.60

    ６）期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階，職務の

級等による加算措置

差異の内容

支給率計

有

2.250 2.250

－ 21 －



４．令和７年度　東海村下水道事業会計予定貸借対照表

円 円 円 円
１ 固定資産
（１）有形固定資産
　　イ 土地 7,068,587
　　ロ 構築物 21,629,004,127
　　　 減価償却累計額 △ 4,333,888,794 17,295,115,333
　　ハ 機械及び装置 529,786,909
　　　 減価償却累計額 △ 119,513,250 410,273,659
　　　 有形固定資産合計 17,712,457,579
（２）無形固定資産
　  イ 電話加入権 2,040,573
　  ロ 施設利用権 603,836,046
　　　 無形固定資産合計 605,876,619
　　　  固定資産合計 18,318,334,198

２ 流動資産
（１）現金預金
　　イ 現金 50,000
　　ロ 預金 835,463,903
　　　 現金・預金合計 835,513,903
（２）未収金
　　イ 営業未収金 67,270,686
　　ロ 営業外未収金 19,201,184
　　ハ 過年度未収金 4,580,214
　　ニ その他未収金 62,005
　　　 未収金合計 91,114,089
　　　　流動資産合計 926,627,992
　　　　資産合計 19,244,962,190

‐22‐

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

資 産 の 部

－ 22 －



４．令和７年度　東海村下水道事業会計予定貸借対照表

円 円 円 円
１ 固定資産
（１）有形固定資産
　　イ 土地 7,068,587
　　ロ 構築物 21,629,004,127
　　　 減価償却累計額 △ 4,333,888,794 17,295,115,333
　　ハ 機械及び装置 529,786,909
　　　 減価償却累計額 △ 119,513,250 410,273,659
　　　 有形固定資産合計 17,712,457,579
（２）無形固定資産
　  イ 電話加入権 2,040,573
　  ロ 施設利用権 603,836,046
　　　 無形固定資産合計 605,876,619
　　　  固定資産合計 18,318,334,198

２ 流動資産
（１）現金預金
　　イ 現金 50,000
　　ロ 預金 835,463,903
　　　 現金・預金合計 835,513,903
（２）未収金
　　イ 営業未収金 67,270,686
　　ロ 営業外未収金 19,201,184
　　ハ 過年度未収金 4,580,214
　　ニ その他未収金 62,005
　　　 未収金合計 91,114,089
　　　　流動資産合計 926,627,992
　　　　資産合計 19,244,962,190

‐22‐

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

資 産 の 部

円 円 円
３ 固定負債
（１）企業債
　　イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 3,864,988,382
　　　 企業債合計 3,864,988,382
　　 　固定負債合計 3,864,988,382

４ 流動負債
（１）企業債
　　イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 352,525,000
　　　 企業債合計 352,525,000
（２）未払金
　　イ 営業未払金 72,244,062
　　ロ その他未払金 745,864
　　　 未払金合計 72,989,926
（３）引当金
　　イ 賞与引当金 6,756,000
　　ロ 法定福利費引当金 1,075,000
　　ハ 貸倒引当金 2,700,000
　　　 引当金合計 10,531,000
（４）預り金
　　イ 預り金 331,881
　　　 預り金合計 331,881
　　　 流動負債合計 436,377,807

５ 繰延収益
（１）長期前受金
　　イ 国庫補助金 5,570,046,643
　　ロ 受益者負担金 1,461,400,215
　　ハ 一般会計出資金 3,444,886,303
　　ニ 工事負担金 25,502,316
　　ホ 受贈財産評価額 789,112,183
　　　 長期前受金合計 11,290,947,660
（２）長期前受金収益化累計額

　　イ 国庫補助金収益化累計額 △ 1,095,544,380

　　ロ 受益者負担金収益化累計額 △ 298,501,037
　　ハ 一般会計補助金収益化累計額 △ 779,760,066
　　ニ 受贈財産評価額収益化累計額 △ 309,464,070
　　　 長期前受金収益化累計額合計 △ 2,483,269,553
　　　 繰延収益合計 8,807,678,107
　　　 負債合計 13,109,044,296

負 債 の 部 

 ‐23‐

－ 23 －



円 円 円

６ 資本金

（１）固有資本金
　　イ 固有資本金 3,125,426,246
　　 　固有資本金合計 3,125,426,246
（２）繰入資本金
　　イ 繰入資本金 2,928,719,446
　　 　繰入資本金合計 2,928,719,446
　　　 資本金合計 6,054,145,692

７　剰余金
（１）資本剰余金
　  イ その他資本剰余金 1,752,541
　　　 資本剰余金合計 1,752,541
（２）利益剰余金
　  イ 当年度未処分利益剰余金 80,019,661
　     当年度未処分利益剰余金 80,019,661
　　　 剰余金合計 81,772,202
　　　 資本合計 6,135,917,894
　　　 負債資本合計 19,244,962,190

‐24‐

資 本 の 部
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注記

　Ⅰ　重要な会計方針
　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　構築物　　　　　　　　　　50年　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　5～20年　　　　
　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　45年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）賞与引当金
　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，
　　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収不能見込額を計上している。
　　（３）修繕引当金
　　　　　毎事業年度行われる修繕が未執行だった場合，その修繕に備えて修繕引当金を計上している。
　　（４）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　該当なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
　　１　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため，賞与引当金6,135,000円を取り崩している。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため，法定福利費引当金1,084,000円を取り崩している。
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　Ⅳ　セグメント情報の開示
　　１　報告セグメントの概要
　　　東海村下水道事業では，汚水事業及び雨水事業を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，
　　汚水事業及び雨水事業の２つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは，下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり，予算の策定及び業績を
　　評価するために，検討を要する対象となっているものである。
　　　なお，各報告セグメントに属する業務の内容は以下のとおりである。

　　２　報告セグメントごとの資産等
　当年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月３１日）

　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産
　　該当なし

　Ⅵ　その他の注記
　　該当なし

汚水事業 雨水事業

   ‐27‐

529,960

18,455,919

1,054,390 100,533
△ 610,679 △ 14,284

汚水事業
雨水事業

事 業 区 分
東海村公共下水道事業計画区域において汚水を処理する業務

事　業　の　内　容

東海村公共下水道事業計画区域において雨水を処理する業務

（単位　千円）

1,154,923

789,043
209,744

合計

13,109,044
19,244,962

80,019

660,639

△ 624,963
66,027 13,992

809,115
691,07930,440

 セグメント資産
12,899,300 セグメント負債

 その他の項目

443,711 86,249

 　一般会計繰入金
 　減価償却費

431,887 377,228

 営業収益
 営業費用
 営業損益
 経常損益
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５．令和６年度　東海村下水道事業会計予定損益計算書

円 円 円

１ 営業収益
（１）下水道使用料 464,722,337
（２）施設使用料 23,590
（３）一般会計負担金 78,442,000
（４）その他営業収益 899,993 544,087,920

２ 営業費用
（１）管渠管理費 72,989,362
（２）流域下水道管理運営費 247,406,928
（３）賦課徴収費 49,175,817
（４）普及促進費 795,000
（５）下水道計画費 57,000
（６）雨水施設管理費 64,892,818
（７）減価償却費 683,774,268
（８）その他営業費用 1,000 1,119,092,193
　 営業利益 △ 575,004,273

３ 営業外収益
（１）受取利息及び配当金 5,000
（２）国庫補助金 200,000
（３）長期前受金戻入 356,319,000
（４）消費税及び地方消費税還付金 10,100
（５）一般会計負担金 368,367,000
（６）雑収益 1,847,664 726,748,764

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)
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５．令和６年度　東海村下水道事業会計予定損益計算書

円 円 円

１ 営業収益
（１）下水道使用料 464,722,337
（２）施設使用料 23,590
（３）一般会計負担金 78,442,000
（４）その他営業収益 899,993 544,087,920

２ 営業費用
（１）管渠管理費 72,989,362
（２）流域下水道管理運営費 247,406,928
（３）賦課徴収費 49,175,817
（４）普及促進費 795,000
（５）下水道計画費 57,000
（６）雨水施設管理費 64,892,818
（７）減価償却費 683,774,268
（８）その他営業費用 1,000 1,119,092,193
　 営業利益 △ 575,004,273

３ 営業外収益
（１）受取利息及び配当金 5,000
（２）国庫補助金 200,000
（３）長期前受金戻入 356,319,000
（４）消費税及び地方消費税還付金 10,100
（５）一般会計負担金 368,367,000
（６）雑収益 1,847,664 726,748,764

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)
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４ 営業外費用
（１）支払利息 62,720,000
（２）その他雑支出 5,400,000 68,120,000 658,628,764
　 経常利益 83,624,491

５ 特別利益
（１）その他特別利益 0 0

６ 特別損失
（１）過年度損益修正損 100,000 100,000 △ 100,000

　 当年度純利益（又は純損失） 83,524,491
　 前年度繰越利益剰余金（又は欠損金） 0
　 その他未処分利益剰余金変動額 0
　 当年度未処分利益剰余金（又は未処理欠損金） 83,524,491
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６．令和６年度　東海村下水道事業会計予定貸借対照表

円 円 円 円
１ 固定資産
（１）有形固定資産
　　イ 土地 7,068,587
　　ロ 構築物 21,203,958,854
　　　 減価償却累計額 △ 3,696,688,973 17,507,269,881
　　ハ 機械及び装置 509,786,909
　　　 減価償却累計額 △ 100,601,243 409,185,666
　　　 有形固定資産合計 17,923,524,134
（２）無形固定資産
　  イ 電話加入権 2,040,573
　  ロ 施設利用権 616,476,682
　　　 無形固定資産合計 618,517,255
　　　  固定資産合計 18,542,041,389

２ 流動資産
（１）現金預金
　　イ 現金 50,000
　　ロ 預金 618,745,351
　　　 現金・預金合計 618,795,351
（２）未収金
　　イ 営業未収金 78,831,756
　　ロ 営業外未収金 32,690,875
　　ハ 過年度未収金 4,237,897
　　ニ その他未収金 484,325
　　　 未収金合計 116,244,853
　　　　流動資産合計 735,040,204
　　　　資産合計 19,277,081,593

‐30‐

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

資 産 の 部
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６．令和６年度　東海村下水道事業会計予定貸借対照表

円 円 円 円
１ 固定資産
（１）有形固定資産
　　イ 土地 7,068,587
　　ロ 構築物 21,203,958,854
　　　 減価償却累計額 △ 3,696,688,973 17,507,269,881
　　ハ 機械及び装置 509,786,909
　　　 減価償却累計額 △ 100,601,243 409,185,666
　　　 有形固定資産合計 17,923,524,134
（２）無形固定資産
　  イ 電話加入権 2,040,573
　  ロ 施設利用権 616,476,682
　　　 無形固定資産合計 618,517,255
　　　  固定資産合計 18,542,041,389

２ 流動資産
（１）現金預金
　　イ 現金 50,000
　　ロ 預金 618,745,351
　　　 現金・預金合計 618,795,351
（２）未収金
　　イ 営業未収金 78,831,756
　　ロ 営業外未収金 32,690,875
　　ハ 過年度未収金 4,237,897
　　ニ その他未収金 484,325
　　　 未収金合計 116,244,853
　　　　流動資産合計 735,040,204
　　　　資産合計 19,277,081,593
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(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

資 産 の 部

円 円 円
３ 固定負債
（１）企業債
　　イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 3,904,866,382
　　　 企業債合計 3,904,866,382
　　 　固定負債合計 3,904,866,382

４ 流動負債
（１）企業債
　　イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 390,492,000
　　　 企業債合計 390,492,000
（２）未払金
　　イ 営業未払金 66,945,270
　　ロ その他未払金 78,229
　　　 未払金合計 67,023,499
（３）引当金
　　イ 賞与引当金 6,135,000
　　ロ 法定福利費引当金 1,086,000
　　ハ 貸倒引当金 2,400,000
　　　 引当金合計 9,621,000
（４）預り金
　　イ 預り金 331,881
　　　 預り金合計 331,881
　　　 流動負債合計 467,468,380

５ 繰延収益
（１）長期前受金
　　イ 国庫補助金 5,539,746,643
　　ロ 受益者負担金 1,446,639,215
　　ハ 一般会計出資金 3,444,886,303
　　ニ 工事負担金 25,502,316
　　ホ 受贈財産評価額 789,112,183
　　　 長期前受金収合計 11,245,886,660
（２）長期前受金収益化累計額

　　イ 国庫補助金収益化累計額 △ 931,927,380

　　ロ 受益者負担金収益化累計額 △ 254,610,037
　　ハ 一般会計補助金収益化累計額 △ 666,356,066
　　ニ 受贈財産評価額収益化累計額 △ 274,242,070
　　　 長期前受金収益化累計額合計 △ 2,127,135,553
　　　 繰延収益合計 9,118,751,107
　　　 負債合計 13,491,085,869

負 債 の 部 
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円 円 円

６ 資本金

（１）固有資本金
　　イ 固有資本金 3,125,426,246
　　 　固有資本金合計 3,125,426,246
（２）繰入資本金
　　イ 繰入資本金 2,575,292,446
　　 　繰入資本金合計 2,575,292,446
　　　 資本金合計 5,700,718,692

７　剰余金
（１）資本剰余金
　  イ その他資本剰余金 1,752,541
　　　 資本剰余金合計 1,752,541
（２）利益剰余金
　  イ 当年度未処分利益剰余金 83,524,491
　     当年度未処分利益剰余金 83,524,491
　　　 剰余金合計 85,277,032
　　　 資本合計 5,785,995,724
　　　 負債資本合計 19,277,081,593
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資 本 の 部

円 円 円

６ 資本金

（１）固有資本金
　　イ 固有資本金 3,125,426,246
　　 　固有資本金合計 3,125,426,246
（２）繰入資本金
　　イ 繰入資本金 2,575,292,446
　　 　繰入資本金合計 2,575,292,446
　　　 資本金合計 5,700,718,692

７　剰余金
（１）資本剰余金
　  イ その他資本剰余金 1,752,541
　　　 資本剰余金合計 1,752,541
（２）利益剰余金
　  イ 当年度未処分利益剰余金 83,524,491
　     当年度未処分利益剰余金 83,524,491
　　　 剰余金合計 85,277,032
　　　 資本合計 5,785,995,724
　　　 負債資本合計 19,277,081,593
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注記

　Ⅰ　重要な会計方針
　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　構築物　　　　　　　　　　50年　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　5～20年　　　　
　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　45年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）賞与引当金
　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，
　　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収不能見込額を計上している。
　　（３）修繕引当金
　　　　　毎事業年度行われる修繕が未執行だった場合，その修繕に備えて修繕引当金を計上している。
　　（４）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　該当なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
　　１　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため，賞与引当金5,244,000円を取り崩している。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため，法定福利費引当金923,000円を取り崩している。
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注記

　Ⅰ　重要な会計方針
　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　構築物　　　　　　　　　　50年　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　5～20年　　　　
　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　45年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）賞与引当金
　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，
　　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収不能見込額を計上している。
　　（３）修繕引当金
　　　　　毎事業年度行われる修繕が未執行だった場合，その修繕に備えて修繕引当金を計上している。
　　（４）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　該当なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
　　１　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため，賞与引当金4,992,000円を取り崩している。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため，法定福利費引当金987,000円を取り崩している。
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注記

　Ⅰ　重要な会計方針
　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　構築物　　　　　　　　　　50年　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　5～20年　　　　
　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　45年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）賞与引当金
　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，
　　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収不能見込額を計上している。
　　（３）修繕引当金
　　　　　毎事業年度行われる修繕が未執行だった場合，その修繕に備えて修繕引当金を計上している。
　　（４）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　該当なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
　　１　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため，賞与引当金4,992,000円を取り崩している。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため，法定福利費引当金987,000円を取り崩している。
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注記

　Ⅰ　重要な会計方針
　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　構築物　　　　　　　　　　50年　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　5～20年　　　　
　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　45年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）賞与引当金
　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，
　　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収不能見込額を計上している。
　　（３）修繕引当金
　　　　　毎事業年度行われる修繕が未執行だった場合，その修繕に備えて修繕引当金を計上している。
　　（４）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　該当なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
　　１　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため，賞与引当金5,244,000円を取り崩している。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため，法定福利費引当金923,000円を取り崩している。
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　Ⅳ　セグメント情報の開示
　　１　報告セグメントの概要
　　　東海村下水道事業では，汚水事業及び雨水事業を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，
　　汚水事業及び雨水事業の２つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは，下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり，予算の策定及び業績を
　　評価するために，検討を要する対象となっているものである。
　　　なお，各報告セグメントに属する業務の内容は以下のとおりである。

　　２　報告セグメントごとの資産等
　当年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日）

　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産
　　該当なし

　Ⅵ　その他の注記
　　該当なし

 セグメント負債
 その他の項目
 　一般会計繰入金
 　減価償却費

 営業収益
 営業費用
 営業損益
 経常損益
 セグメント資産

508,597 198,442 707,039
32,631 683,774

13,249,384

651,143

509,705
241,701

合計

13,491,085
19,277,081

465,624 78,463

汚水事業
雨水事業

事 業 区 分
東海村公共下水道事業計画区域において汚水を処理する業務

事　業　の　内　容

東海村公共下水道事業計画区域において雨水を処理する業務
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544,087

18,767,376

1,021,565 97,526
△ 555,941 △ 19,063

（単位　千円）

1,119,091
△ 575,004

70,447 13,177 83,624

汚水事業 雨水事業

　Ⅳ　セグメント情報の開示
　　１　報告セグメントの概要
　　　東海村下水道事業では，汚水事業及び雨水事業を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，
　　汚水事業及び雨水事業の２つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは，下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり，予算の策定及び業績を
　　評価するために，検討を要する対象となっているものである。
　　　なお，各報告セグメントに属する業務の内容は以下のとおりである。

　　２　報告セグメントごとの資産等
　当年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日）

　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産
　　該当なし

　Ⅵ　その他の注記
　　該当なし

 セグメント負債
 その他の項目
 　一般会計繰入金
 　減価償却費

 営業収益
 営業費用
 営業損益
 経常損益
 セグメント資産

508,597 198,442 707,039
32,631 683,774

13,249,384

651,143

509,705
241,701

合計

13,491,085
19,277,081

465,624 78,463

汚水事業
雨水事業

事 業 区 分
東海村公共下水道事業計画区域において汚水を処理する業務

事　業　の　内　容

東海村公共下水道事業計画区域において雨水を処理する業務
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544,087

18,767,376

1,021,565 97,526
△ 555,941 △ 19,063

（単位　千円）

1,119,091
△ 575,004

70,347 13,177 83,524

汚水事業 雨水事業

　Ⅳ　セグメント情報の開示
　　１　報告セグメントの概要
　　　東海村下水道事業では，汚水事業及び雨水事業を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，
　　汚水事業及び雨水事業の２つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは，下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり，予算の策定及び業績を
　　評価するために，検討を要する対象となっているものである。
　　　なお，各報告セグメントに属する業務の内容は以下のとおりである。

　　２　報告セグメントごとの資産等
　当年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日）

　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産
　　該当なし

　Ⅵ　その他の注記
　　該当なし

 セグメント負債
 その他の項目
 　一般会計繰入金
 　減価償却費

 営業収益
 営業費用
 営業損益
 経常損益
 セグメント資産

508,597 198,442 707,039
32,631 683,774

13,249,384

651,143

509,705
241,701

合計

13,491,085
19,277,081

465,624 78,463

汚水事業
雨水事業

事 業 区 分
東海村公共下水道事業計画区域において汚水を処理する業務

事　業　の　内　容

東海村公共下水道事業計画区域において雨水を処理する業務
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544,087

18,767,376

1,021,565 97,526
△ 555,941 △ 19,063

（単位　千円）

1,119,091
△ 575,004

70,347 13,177 83,524

汚水事業 雨水事業
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（１）収益的収入

　収　入

区　分 金　額

１汚水事業収益 1,186,532 1,182,857 3,675

１営業収益 488,536 488,361 175

１下水道使用料 488,000 487,500 500 １下水道使用料 488,000 現年使用料

２施設使用料 1 1 0 １下水道施設 1 行政財産使用料1件

　用地使用料

３その他 535 860 △ 325 １手数料 535

　営業収益

２営業外収益 697,993 694,493 3,500

１受取利息 52 5 47 １預金利息 52

　及び配当金

２一般会計 369,461 368,367 1,094 １一般会計 369,461 分流式下水道等の経費に対する負担金 306,187

　負担金 　負担金 水質規制に要する経費に対する負担金 9,275

水洗便所等普及の経費に対する負担金 4,672

不明水の処理の経費に対する負担金 49,327

３国庫補助金 200 200 0 １国庫補助金 200

４長期前受金 326,438 324,079 2,359 １国庫補助金 163,321

　戻入 ２受益者負担金 43,891

目 説　　明
本年度
予算額

節
比較増減

前年度
予算額
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Ⅱ　令和7年度　東海村下水道事業会計予算実施計画明細書

１．収益的収入及び支出

(単位　千円)

款　項

督促手数料，指定工事店手数料等

社会資本整備総合交付金（啓発事業）

減価償却費に対する国庫補助金の収益化

減価償却費に対する受益者負担金の収益化

（１）収益的収入

　収　入

区　分 金　額

１汚水事業収益 1,186,532 1,182,857 3,675

１営業収益 488,536 488,361 175

１下水道使用料 488,000 487,500 500 １下水道使用料 488,000 現年使用料

２施設使用料 1 1 0 １下水道施設 1 行政財産使用料

　用地使用料

３その他 535 860 △ 325 １手数料 535

　営業収益

２営業外収益 697,993 694,493 3,500

１受取利息 52 5 47 １預金利息 52

　及び配当金

２一般会計 369,461 368,367 1,094 １一般会計 369,461 分流式下水道等の経費に対する負担金 306,187

　負担金 　負担金 水質規制に要する経費に対する負担金 9,275

水洗便所等普及の経費に対する負担金 4,672

不明水の処理の経費に対する負担金 49,327

３国庫補助金 200 200 0 １国庫補助金 200

４長期前受金 326,438 324,079 2,359 １国庫補助金 163,321

　戻入 ２受益者負担金 43,891

督促手数料，指定工事店手数料等

社会資本整備総合交付金（啓発事業）

減価償却費に対する国庫補助金の収益化

減価償却費に対する受益者負担金の収益化
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Ⅱ　令和7年度　東海村下水道事業会計予算実施計画明細書

１．収益的収入及び支出

(単位　千円)

款　項
前年度
予算額

目 説　　明
本年度
予算額

節
比較増減
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　収　入

区　分 金　額

３他会計補助金 110,508

４受贈財産評価額 8,172 減価償却費に対する受贈財産評価額の収益化

５その他長期前受金 546 減価償却費に対する受贈財産評価額の収益化

５消費税及び地方 1 1 0 １消費税及び地方 1

　消費税還付金 　消費税還付金

６延滞金 1 1 0 １延滞金 1

７雑収益 1,840 1,840 0 １その他雑収益 1,840 原子力立地給付金

３特別利益 3 3 0

１固定資産 1 1 0 １固定資産 1

　売却益 　売却益

２過年度損益 1 1 0 １過年度損益 1

　修正益 　修正益

３その他 1 1 0 １その他 1

　特別利益 　特別利益

２雨水事業収益 116,494 110,706 5,788

１営業収益 86,251 78,465 7,786

１施設使用料 22 22 0 １下水道施設 22 法定外公共物使用料4件

　用地使用料

２一般会計 86,228 78,442 7,786 １一般会計 86,228

　負担金 　負担金

３その他 1 1 0 １その他 1

　営業収益 　営業収益

説　　明目
本年度
予算額

前年度
予算額
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比較増減

減価償却費に対する他会計補助金の収益化

(単位　千円)

雨水処理に要する経費に対する負担金

節
款　項

　収　入

区　分 金　額

３他会計補助金 110,508

４受贈財産評価額 8,172 減価償却費に対する受贈財産評価額の収益化

５その他長期前受金 546 減価償却費に対する受贈財産評価額の収益化

５消費税及び地方 1 1 0 １消費税及び地方 1

　消費税還付金 　消費税還付金

６延滞金 1 1 0 １延滞金 1

７雑収益 1,840 1,840 0 １その他雑収益 1,840 原子力立地給付金

３特別利益 3 3 0

１固定資産 1 1 0 １固定資産 1

　売却益 　売却益

２過年度損益 1 1 0 １過年度損益 1

　修正益 　修正益

３その他 1 1 0 １その他 1

　特別利益 　特別利益

２雨水事業収益 116,494 110,706 5,788

１営業収益 86,251 78,465 7,786

１施設使用料 22 22 0 １下水道施設 22 法定外公共物使用料

　用地使用料

２一般会計 86,228 78,442 7,786 １一般会計 86,228

　負担金 　負担金

３その他 1 1 0 １その他 1

　営業収益 　営業収益

(単位　千円)

雨水処理に要する経費に対する負担金

節
款　項

 ‐37‐

比較増減

減価償却費に対する他会計補助金の収益化

目
本年度
予算額

前年度
予算額

説　　明
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　収　入 (単位　千円)

区　分 金　額

２営業外収益 30,243 32,241 △ 1,998

１長期前受金 30,242 32,240 △ 1,998 １国庫補助金 296

　戻入 ２他会計補助金 2,896

３受贈財産 27,050

　評価額

２雑収益 1 1 0 １その他雑収益 1

説　　明
前年度
予算額

目
本年度
予算額

節
款　項
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の収益化

減価償却費に対する国庫補助金の収益化

減価償却費に対する受贈財産評価額

減価償却費に対する他会計補助金の収益化

比較増減
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　収　入 (単位　千円)

区　分 金　額

２営業外収益 30,243 32,241 △ 1,998

１長期前受金 30,242 32,240 △ 1,998 １国庫補助金 296

　戻入 ２他会計補助金 2,896

３受贈財産 27,050

　評価額

２雑収益 1 1 0 １その他雑収益 1

説　　明
前年度
予算額

目
本年度
予算額

節
款　項
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の収益化

減価償却費に対する国庫補助金の収益化

減価償却費に対する受贈財産評価額

減価償却費に対する他会計補助金の収益化

比較増減

　支　出

区分 金額

１汚水事業費用 1,169,035 1,152,471 16,564

１営業費用 1,101,481 1,075,746 25,735

１管渠管理費 99,883 77,766 22,117 １給料 12,480 職員3名

２手当 8,029 扶養手当 139

住居手当 324

通勤手当 180

特殊勤務手当 36

時間外勤務手当 1,295

期末手当 1,990

勤勉手当 1,700

児童手当 180

退職手当負担金 1,685

地域手当 500

５法定福利費 3,544 共済組合負担金

６法定福利費 309

　引当金繰入額

７賞与引当金 1,845 賞与引当金繰入額

　繰入額

８旅費 57

 ‐39‐

（２）収益的支出

法定福利費引当金繰入額

(単位　千円)

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
節

説　　明
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　支　出

区分 金額

11備消耗品費 395

14印刷製本費 208 予算書・決算書印刷代

15通信運搬費 1,387

16委託費 28,171 流量計保守点検 5,412

マンホールポンプ維持管理 12,012

下水道管理システム保守点検 297

経営戦略策定委託費（中間見直し用） 10,450

17手数料 4,652 水質検査手数料 3,168

水質再検査手数料 30

特定施設事業場水質検査手数料 179

下水道管渠洗浄手数料 300

固定資産管理システム台帳登録手数料 275

その他手数料 700

18賃借料 1,901 管路敷賃借料 29

流量計設置用地賃借料 2

企業会計システム賃借料 1,870

19修繕費 23,500 マンホールポンプ修繕 16,000

電気保安設備修繕 500

その他修繕 7,000

20修繕引当金 1 修繕引当金繰入額

　繰入額

23動力費 13,000 電気料(マンホールポンプ35ヶ所，流量計8ヶ所)

説　　明
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本年度
予算額

款　項 比較増減目

電信料(マンホールポンプ33ヶ所)

節

(単位　千円)

前年度
予算額

　支　出

区分 金額

25食糧費 5

28負担金 399 那珂久慈流域下水道事業整備推進協議会負担金 39

全国町村下水道推進協議会茨城支部 30

日本下水道協会費 114

茨城県下水道協会費 30

県下水道整備促進協議会費 33

職員研修等負担金 153

２流域下水道 284,121 292,073 △ 7,952 28負担金 284,121

　管理運営費

３賦課徴収費 55,617 53,781 1,836 ９報償費 2,266 一括納付報奨金

14印刷製本費 4 受益者負担金対象地公図印刷製本代

15通信運搬費 464 郵便料

16委託費 49,949 下水道使用料徴収委託費 48,804

電算処理業務委託費 605

複写機保守点検委託費 540

17手数料 509 口座振替手数料 5

口座振替データ伝送手数料 3

納付書振替手数料 105

PC利用統合型手数料 396

18賃借料 1,825 下水道受益者負担金システム賃借料 1,561

上下水道料金システム賃借料 264

節

那珂久慈流域下水道維持管理負担金

(単位　千円)

款　項 説　　明
前年度
予算額

目
本年度
予算額

比較増減
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　支　出

区分 金額

11備消耗品費 395

14印刷製本費 208 予算書・決算書印刷代

15通信運搬費 1,387

16委託費 28,171 流量計保守点検 5,412

マンホールポンプ維持管理 12,012

下水道管理システム保守点検 297

経営戦略策定委託費（中間見直し用） 10,450

17手数料 4,652 水質検査手数料 3,168

水質再検査手数料 30

特定施設事業場水質検査手数料 179

下水道管渠洗浄手数料 300

固定資産管理システム台帳登録手数料 275

その他手数料 700

18賃借料 1,901 管路敷賃借料 29

流量計設置用地賃借料 2

企業会計システム賃借料 1,870

19修繕費 23,500 マンホールポンプ修繕 16,000

電気保安設備修繕 500

その他修繕 7,000

20修繕引当金 1 修繕引当金繰入額

　繰入額

23動力費 13,000 電気料(マンホールポンプ35ヶ所，流量計8ヶ所)

説　　明

 ‐40‐

本年度
予算額

款　項 比較増減目

電信料(マンホールポンプ33ヶ所)

節

(単位　千円)

前年度
予算額

　支　出

区分 金額

25食糧費 5

28負担金 399 那珂久慈流域下水道事業整備推進協議会負担金 39

全国町村下水道推進協議会茨城支部 30

日本下水道協会費 114

茨城県下水道協会費 30

県下水道整備促進協議会費 33

職員研修等負担金 153

２流域下水道 284,121 292,073 △ 7,952 28負担金 284,121

　管理運営費

３賦課徴収費 55,617 53,781 1,836 ９報償費 2,266 一括納付報奨金

14印刷製本費 4 受益者負担金対象地公図印刷製本代

15通信運搬費 464 郵便料

16委託費 49,949 下水道使用料徴収委託費 48,804

電算処理業務委託費 605

複写機保守点検委託費 540

17手数料 509 口座振替手数料 5

口座振替データ伝送手数料 3

納付書振替手数料 105

PC利用統合型手数料 396

18賃借料 1,825 下水道受益者負担金システム賃借料 1,561

上下水道料金システム賃借料 264

節

那珂久慈流域下水道維持管理負担金

(単位　千円)

款　項 説　　明
前年度
予算額

目
本年度
予算額

比較増減

－ 41 －



　支　出

区分 金額

34貸倒引当金 300

　繰入額

36償還費 300 使用料過誤納還付金

４普及促進費 1,035 795 240 ７報償費 10

１１備消耗品費 485

１４印刷製本費 240

29補助交付金 300 水洗便所改造資金助成金

５下水道計画費 180 180 0 ４報酬 140

　 ８旅費 40 公共下水道事業審議会委員旅費

６減価償却費 660,639 651,145 9,494 １有形固定資産 625,672

　減価償却費

２無形固定資産 34,967

　減価償却費

７資産減耗費 1 1 0 １固定資産 1

　除却費

８その他 5 5 0 １雑支出 5 駐車場利用料

　営業費用

２営業外費用 63,550 72,721 △ 9,171

１支払利息及び 58,549 62,720 △ 4,171 １企業債利息 58,549 企業債利子償還

　企業債取扱諸費

２消費税及び 1 1 0 １消費税及び 1

　地方消費税 　地方消費税

下水道展作品審査報償金

貸倒引当金繰入額

本年度
予算額

下水道展作品出品者記念品代

(単位　千円)

説　　明
前年度
予算額

公共下水道事業審議会委員報酬

下水道PRパンフレット印刷代

款　項
節

比較増減目

－ 42 －



　支　出

区分 金額

３雑支出 5,000 10,000 △ 5,000 １その他雑支出 5,000 控除対象外消費税

３特別損失 1,004 1,004 0 1,004

１固定資産 1 1 0 １固定資産 1

　売却損 　売却損

２減損損失 1 1 0 １減損損失 1

３災害による 1 1 0 １災害による 1

　損失 　損失

４過年度損益 1,000 1,000 0 １過年度損益 1,000

　修正損 　修正損

５その他 1 1 0 １その他 1

　特別損失 　特別損失

４予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

(単位　千円)

説　　明目
節

比較増減款　項
本年度
予算額

前年度
予算額

－ 43 －



　支　出

区分 金額

１雨水事業費用 116,494 110,706 5,788

１営業費用 107,489 101,701 5,788

１雨水施設 77,047 69,068 7,979 １給料 10,597 職員2名

　管理費 ２手当 9,219 扶養手当 474

住居手当 324

通勤手当 84

特殊勤務手当 3

管理職手当 1,234

期末手当 2,483

勤勉手当 2,086

児童手当 600

退職手当負担金 1,431

地域手当 500

４報酬 2,107 会計年度任用職員1名 2,107

５法定福利費 3,799 共済組合負担金 3,469

社会保険料負担金 283

雇用保険料負担金 47

６法定福利費 286 法定福利費引当金繰入額

　引当金繰入額

７賞与引当金 1,881 賞与引当金繰入額

　繰入額

説　　明

(単位　千円)

節
款　項 比較増減目

本年度
予算額

前年度
予算額

－ 44 －



　支　出

区分 金額

８旅費 95

15通信運搬費 34 電信料(排水ポンプ2ヶ所)

16委託費 35,408 排水路除草委託費 32,000

排水路浚渫委託費 2,000

排水ポンプ維持管理委託費 913

排水路支線清掃委託費 495

18賃借料 80 東部排水路支線用地賃借料

19修繕費 13,000 雨水排水路修繕

20修繕引当金 1 修繕引当金繰入額

　繰入額

23動力費 474 電気料(排水ポンプ2ヶ所)

28負担金 66 職員研修負担金

２減価償却費 30,440 32,631 △ 2,191 １有形固定資産 30,440

　減価償却費

３資産減耗費 1 1 0 １固定資産 1

　除却費

４その他 1 1 0 １雑支出 1

　営業費用

　２営業外費用 7,000 7,000 0 7,000

１雑支出 7,000 7,000 0 １その他雑支出 7,000 控除対象外消費税

普通旅費，会計年度任用職員通勤手当

(単位　千円)

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減 説　　明
節

－ 45 －



　支　出

区分 金額

　３特別損失 5 5 0 5

１固定資産 1 1 0 １固定資産 1

　売却損 　売却損

２減損損失 1 1 0 １減損損失 1

３災害による 1 1 0 １災害による 1

　損失 　損失

４過年度損益 1 1 0 １過年度損益 1

　修正損 　修正損

５その他 1 1 0 １その他 1

　特別損失 　特別損失

４予備費 2,000 2,000 0 2,000

１予備費 2,000 2,000 0 １予備費 2,000

説　　明
節

(単位　千円)

 ‐46‐

 ‐45‐

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減

－ 46 －



（１）資本的収入

　収　入

区分 金額

１汚水事業 382,168 459,831 △ 77,663

　資本的収入

　１企業債 274,680 216,500 58,180

１建設企業債 274,680 216,500 58,180 １建設企業債 274,680 公共下水道事業債 135,300

特定環境保全公共下水道事業債 115,650

流域下水道事業債 23,730

　２国庫補助金 30,300 86,100 △ 55,800

１国庫補助金 30,300 86,100 △ 55,800 １国庫補助金 30,300 社会資本整備総合交付金（公共） 5,100

社会資本整備総合交付金（特環） 6,600

防災・安全交付金 18,600

　３受益者 14,761 17,000 △ 2,239

　　負担金 １受益者負担金 14,761 17,000 △ 2,239 １受益者負担金 14,761

　４一般会計 62,426 140,230 △ 77,804

　　出資金 １一般会計 62,426 140,230 △ 77,804 １一般会計 62,426

　出資金 　出資金

　５その他 1 1 0

　　資本的収入 １その他 1 1 0 １その他 1

　資本的収入 　資本的収入

目
本年度
予算額

現年賦課分，区域外流入分

前年度
予算額

比較増減
節

説　　明

 ‐47‐

２．資本的収入及び支出

（単位　千円）

款　項

汚水事業資本的支出に対する出資金

－ 47 －



　収　入

区分 金額

２雨水事業 294,000 113,000 181,000

　資本的収入

　１国庫補助金 3,000 3,000

１国庫補助金 3,000 0 3,000 １国庫補助金 3,000

　

　２一般会計 291,000 113,000 178,000

　　出資金 １一般会計 291,000 113,000 178,000 １一般会計 291,000

　出資金 　出資金

節
説　　明

雨水事業資本的支出に対する出資金

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減

 ‐48‐

（単位　千円）

款　項

防災・安全交付金

　収　入

区分 金額

２雨水事業 294,000 113,000 181,000

　資本的収入

　１国庫補助金 3,000 0 3,000

１国庫補助金 3,000 0 3,000 １国庫補助金 3,000

　

　２一般会計 291,000 113,000 178,000

　　出資金 １一般会計 291,000 113,000 178,000 １一般会計 291,000

　出資金 　出資金

節
説　　明

雨水事業資本的支出に対する出資金

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減

 ‐48‐

（単位　千円）

款　項

防災・安全交付金

－ 48 －



　収　入

区分 金額

２雨水事業 294,000 113,000 181,000

　資本的収入

　１国庫補助金 3,000 3,000

１国庫補助金 3,000 0 3,000 １国庫補助金 3,000

　

　２一般会計 291,000 113,000 178,000

　　出資金 １一般会計 291,000 113,000 178,000 １一般会計 291,000

　出資金 　出資金

節
説　　明

雨水事業資本的支出に対する出資金

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減

 ‐48‐

（単位　千円）

款　項

防災・安全交付金

　支　出

区分 金額

１汚水事業 852,505 886,505 △ 34,000

　資本的支出

　１建設改良費 472,421 461,338 11,083

１管渠整備費 472,421 461,338 11,083 １給料 18,231 職員4名

２手当 14,183 扶養手当 690

住居手当 624

通勤手当 350

特殊勤務手当 200

時間外勤務手当 1,594

管理職手当 578

期末手当 3,259

勤勉手当 2,801

児童手当 840

退職手当負担金 2,462

地域手当 785

５法定福利費 5,514 共済組合負担金

６法定福利費 480 法定福利費引当金繰入額

　引当金繰入額

（２）資本的支出

（単位　千円）

款　項 目
本年度
予算額

節
説　　明

 ‐49‐

前年度
予算額

比較増減

　支　出

区分 金額

１汚水事業 852,505 886,368 △ 33,863

　資本的支出

　１建設改良費 472,421 461,338 11,083

１管渠整備費 472,421 461,338 11,083 １給料 18,231 職員4名

２手当 14,183 扶養手当 690

住居手当 624

通勤手当 350

特殊勤務手当 200

時間外勤務手当 1,594

管理職手当 578

期末手当 3,259

勤勉手当 2,801

児童手当 840

退職手当負担金 2,462

地域手当 785

５法定福利費 5,514 共済組合負担金

６法定福利費 480 法定福利費引当金繰入額

　引当金繰入額

（２）資本的支出

（単位　千円）

款　項 目
本年度
予算額

節
説　　明

 ‐49‐

前年度
予算額

比較増減

　支　出

区分 金額

１汚水事業 852,505 886,368 △ 33,863

　資本的支出

　１建設改良費 472,421 461,338 11,083

１管渠整備費 472,421 461,338 11,083 １給料 18,231 職員4名

２手当 14,183 扶養手当 690

住居手当 624

通勤手当 350

特殊勤務手当 200

時間外勤務手当 1,594

管理職手当 578

期末手当 3,259

勤勉手当 2,801

児童手当 840

退職手当負担金 2,462

地域手当 785

５法定福利費 5,514 共済組合負担金

６法定福利費 480 法定福利費引当金繰入額

　引当金繰入額

（２）資本的支出

（単位　千円）

款　項 目
本年度
予算額

節
説　　明

 ‐49‐

前年度
予算額

比較増減

－ 49 －



　支　出

区分 金額

７賞与引当金 3,030 賞与引当金繰入額

　繰入額

８旅費 185

11備消耗品費 600

16委託費 72,000 台帳作成委託費 14,000

実施設計委託費 23,000

長寿命化設計委託費 1,500

総合地震対策設計委託費 1,500

管路調査委託費 32,000

18賃借料 525 土木設計積算システム賃借料

24材料費 200 下水道資材

27補償費 200 工事等補償費

28負担金 273 職員研修負担金

33工事請負費 357,000 公共下水道工事 108,000

特環公共下水道工事 87,000

公共下水道関連工事 31,000

汚水桝設置工事 36,000

長寿命化工事 58,000

長寿命化関連工事 3,500

総合地震対策工事 20,000

総合地震対策関連工事 3,500

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減

 ‐50‐

（単位　千円）

款　項
節

説　　明

－ 50 －



　支　出

区分 金額

７賞与引当金 3,030 賞与引当金繰入額

　繰入額

８旅費 185

11備消耗品費 600

16委託費 72,000 台帳作成委託費 14,000

実施設計委託費 23,000

長寿命化設計委託費 1,500

総合地震対策設計委託費 1,500

管路調査委託費 32,000

18賃借料 525 土木設計積算システム賃借料

24材料費 200 下水道資材

27補償費 200 工事等補償費

28負担金 273 職員研修負担金

33工事請負費 357,000 公共下水道工事 108,000

特環公共下水道工事 87,000

公共下水道関連工事 31,000

汚水桝設置工事 36,000

長寿命化工事 58,000

長寿命化関連工事 3,500

総合地震対策工事 20,000

総合地震対策関連工事 3,500

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減

 ‐50‐

（単位　千円）

款　項
節

説　　明

　支　出

区分 金額

マンホール蓋更新工事 10,000

　２流域下水道 24,559 31,538 △ 6,979

　　建設費 １流域下水道 24,559 31,538 △ 6,979 １流域下水道 24,559 那珂久慈流域下水道事業費 23,695

　建設負担金 　建設負担金 那珂久慈ﾌﾞﾛｯｸ広域汚泥処理事業費 864

　３企業債 352,525 390,492 △ 37,967

　　償還金 １建設企業債 352,525 390,492 △ 37,967 １建設企業債 352,525 財政融資資金 155,983

　元金償還金 　元金償還金 地方公共団体金融機構 95,810

簡易生命保険 96,499

市中銀行 4,233

　４予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

２雨水事業 294,000 13,000 281,000

　資本的支出

　１建設改良費 291,000 10,000 281,000

１雨水対策費 291,000 110,000 181,000 16委託費 13,000 排水路実施設計委託費

33工事請負費 278,000 排水路関連工事

　２予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

前年度
予算額

比較増減
節

説　　明

 ‐51‐

（単位　千円）

款　項 目
本年度
予算額

　支　出

区分 金額

マンホール蓋更新工事 10,000

　２流域下水道 24,559 31,538 △ 6,979

　　建設費 １流域下水道 24,559 31,538 △ 6,979 １流域下水道 24,559 那珂久慈流域下水道事業費 23,695

　建設負担金 　建設負担金 那珂久慈ﾌﾞﾛｯｸ広域汚泥処理事業費 864

　３企業債 352,525 390,492 △ 37,967

　　償還金 １建設企業債 352,525 390,492 △ 37,967 １建設企業債 352,525 財政融資資金 155,983

　元金償還金 　元金償還金 地方公共団体金融機構 95,810

簡易生命保険 96,499

市中銀行 4,233

　４予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

２雨水事業 294,000 13,000 281,000

　資本的支出

　１建設改良費 291,000 10,000 281,000

１雨水対策費 291,000 110,000 181,000 16委託費 13,000 実施設計委託費

33工事請負費 278,000 雨水対策工事

　２予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

前年度
予算額

比較増減
節

説　　明

 ‐51‐

（単位　千円）

款　項 目
本年度
予算額

　支　出

区分 金額
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　元金償還金 　元金償還金 地方公共団体金融機構 95,810

簡易生命保険 96,499

市中銀行 4,233

　４予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

２雨水事業 294,000 13,000 281,000

　資本的支出

　１建設改良費 291,000 10,000 281,000

１雨水対策費 291,000 110,000 181,000 16委託費 13,000 実施設計委託費

33工事請負費 278,000 雨水対策工事

　２予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

前年度
予算額

比較増減
節

説　　明

 ‐51‐

（単位　千円）

款　項 目
本年度
予算額
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期　間 金　額 期　間 金　額 収益的収入
損益勘定
留保資金

流量計保守点検委託 5,412 令和７年度 5,412 5,412

マンホールポンプ維持管理委託 12,012 令和７年度 12,012 12,012

水質検査手数料 3,168 令和７年度 3,168 3,168

企業会計システム賃借 1,870 令和７年度 1,870 1,870

排水ポンプ維持管理委託 913 令和７年度 913 913

電算処理業務委託 656 令和７年度 656 656

上下水道料金システム賃借 264 令和７年度 264 264

受益者負担金システム賃借 1,616 令和７年度 1,616 1,616

下水道管理システム保守点
検委託 297 令和７年度 297 297

Ⅲ　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての令和６年度末までの支出額又は支出額の見込み

　　及び令和７年度以降の支出予定額等に関する調書

  ‐52‐

(単位　千円)

事　　項 限度額

令 和 ６ 年 度 末 ま で の
支 払 （ 見 込 ） 額

令 和 ７ 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期　間 金　額 期　間 金　額 収益的収入
損益勘定
留保資金
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水質検査手数料 3,168 令和７年度 3,168 3,168

企業会計システム賃借 1,870 令和７年度 1,870 1,870

排水ポンプ維持管理委託 913 令和７年度 913 913

電算処理業務委託 605 令和７年度 605 605

上下水道料金システム賃借 264 令和７年度 264 264

受益者負担金システム賃借 1,561 令和７年度 1,561 1,561

下水道管理システム保守点
検委託 297 令和７年度 297 297
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支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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